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国立大学法人京都大学教職員寒冷地手当支給細則 

平成１６年４月１日 

総長裁定制定 

平成１６年１０月２８日総長裁定全部改正 

(総則) 

第１条 国立大学法人京都大学教職員給与規程(以下「給与規程」という。)第３３条の規定

による寒冷地手当の支給については、別に定める場合を除き、この細則の定めるところに

よる。 

(寒冷地手当の支給) 

第２条 毎年１１月から翌年３月までの各月の初日(以下「基準日」という。)において次に

掲げる教職員のいずれかに該当する教職員(以下「支給対象職員」という。)に対しては、

寒冷地手当を支給する。 

(1) 別表に掲げる地域に在勤する教職員 

(2) 別表に掲げる地域以外の地域に所在する施設のうち、その所在する地域の寒冷及び積

雪の度を考慮して、同表に掲げる地域に所在する施設との権衡上必要があると認められ

る施設として別に定めるものに在勤する教職員であって、同表に掲げる地域又は別に定

める区域に居住するもの 

(支給額) 

第３条 基準日において前条第１号に在勤する教職員の寒冷地手当の額は、次の表に掲げる

地域の区分及び基準日における教職員の世帯等の区分に応じ、同表に掲げる額とする。 

 

世帯等の区分 

世帯主である教職員 地域の 

区分 
扶養親族のある教職員 

その他の世帯主である 

教職員 

その他の教職員 

１級地 ２６，３８０円 １４，５８０円 １０，３４０円 

２級地 ２３，３６０円 １３，０６０円 ８，８００円 

３級地 ２２，５４０円 １２，８６０円 ８，６００円 

４級地 １７，８００円 １０，２００円 ７，３６０円 

備考 

１ 「世帯主である教職員」とは、主としてその収入によって世帯の生計を支えてい

る教職員で次に掲げるものをいう。 

(1) 給与規程第１４条に規定する扶養親族を有する者 

(2) 扶養親族を有しないが、居住のため、１戸を構えている者又は下宿、寮等の１

部屋を専用している者 

 ２ 「扶養親族のある教職員」には、扶養親族のある教職員であって国家公務員の寒

冷地手当に関する法律別表に掲げる地域に居住する扶養親族のないもののうち、給

与規程第１９条の規定による単身赴任手当を支給されるもの(別に定めるものに限
る。) 及びこれに準ずるものとして別に定めるものを含まないものとする｡ 
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２ 前条第２号に係る支給対象職員の寒冷地手当の額は、基準日における前項の表に掲げる

教職員の世帯等の区分に応じ、同表４級地の項に掲げる額とする。 

３ 次の各号に掲げる教職員のいずれかに該当する支給対象職員の寒冷地手当の額は、前２

項の規定にかかわらず、当該各号に定める額とする。 

(1) 給与規程第３６条第１項から第３項、第５項及び第７項の規定により給与の支給を受

ける教職員 

前２項の規定による額にその者の俸給の支給について用いられた同条第１項から第３

項、第５項及び第７項の規定による割合を乗じて得た額 

(2) 給与規程附則第５項の規定の適用を受ける教職員 

前２項の規定による額からその半額を減じた額 

(3) 前２号に掲げるもののほか、国立大学法人京都大学教職員就業規則(以下「就業規則」

という。)第４８条の規定により停職にされている教職員及び次に掲げる区分に該当す

る教職員 ０ 

イ 就業規則第１５条第１項第２号の規定により休職にされている教職員 

ロ 就業規則第１５条の規定により休職にされている教職員(イに該当する者を除く。)

のうち、給与規程第３６条の規定に基づく給与の支給を受けていない教職員 

ハ 国立大学法人京都大学教職員の育児・介護休業等に関する規程第３条の規定により

育児休業をしている教職員 

ニ 本邦外にある教職員(第３条第１項の表の「扶養親族のある教職員」に該当する教

職員を除く。) 

４ 支給対象職員が次に掲げる場合に該当するときは、当該支給対象職員の寒冷地手当の額

は、前３項の規定にかかわらず、第１項又は第２項の規定による額を超えない範囲内で次

条で定める額とする。 

(1) 基準日において前項各号に掲げる教職員のいずれにも該当しない支給対象職員が、当

該基準日の翌日から当該基準日の属する月の末日までの間に、同項各号に掲げる教職員

のいずれかに該当する支給対象職員となった場合 

(2) 基準日において前項各号に掲げる教職員のいずれかに該当する支給対象職員が、当該

基準日の翌日から当該基準日の属する月の末日までの間に、同項各号に掲げる教職員の

いずれにも該当しない支給対象職員となった場合 

(3) 前２号に掲げる場合に準ずる場合として次条第２項に定める場合 

(日割計算等) 

第４条 前条第４項の額は、同条第１項又は第２項の規定による額をその月の暦の日数から

国立大学法人京都大学教職員の勤務時間、休暇等に関する規程第１１条及び第１２条の規

定に基づく週休日の日数を差し引いた日数を基礎として日割計算により得た額とする。 

２ 前条第４項第３号に定める場合は、次に掲げる場合とする。 

(1) 基準日において第３条第３項各号に掲げる教職員のいずれかに該当する支給対象職

員が、当該基準日の翌日から当該基準日の属する月の末日までの間に、他の同項各号に

掲げる教職員のいずれかに該当する支給対象職員となった場合 

(2) 基準日において第３条第３項第１号に掲げる教職員に該当する支給対象職員につい

て、当該基準日の翌日から当該基準日の属する月の末日までの間に、給与規程第３６条

第１項から第３項、第５項及び第７項の規定による割合が変更された場合 
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(支給日等) 

第５条 基準日から支給日の前日までの間に離職し、又は死亡した支給対象職員には、当該

基準日に係る寒冷地手当をその際支給する。 

２ 基準日から引き続いて第３条第３項第３号に掲げる教職員のいずれかに該当している

支給対象職員が、支給日後に復職等をした場合には、当該基準日に係る寒冷地手当をその

際支給する。 

(端数処理) 

第６条 寒冷地手当の確定金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てる

ものとする。 

(扶養親族) 

第７条 この細則中の扶養親族とは、給与規程第１４条に規定する扶養親族であって、かつ、

給与規程第１５条の規定による届出がなされているものをいう。ただし、指定職俸給表の

適用を受ける教職員にあっては、当該届出は要しないものとする。 

２ 新たに教職員となった者に扶養親族があり、又は教職員に給与規程第１５条第１項第１

号に掲げる事実が生じ、その届出が教職員となった日又は基準日の後になされた場合で当

該届出が教職員となった日又は当該事実の生じた日から１５日以内になされたときは、当

該届出に係る扶養親族は、教職員となった日又は当該事実の生じた日から扶養親族として

取り扱うものとする。 

(雑則) 

第８条 寒冷地手当の支給に関しては、この細則に定めるもののほか、その運用、解釈等に

ついては、別に定めることができるものとする。 

 

附 則(平成１６年１０月２８日総長裁定) 

1 この細則は、平成１６年１０月２８日から施行する。 

２ この項から附則第８項までにおいて、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。 

(1) 旧寒冷地 この細則の施行の際における改正前の国立大学法人京都大学教職員寒冷

地手当支給細則(以下「改正前の細則」という。)第３条に規定する寒冷地をいう。 

(2) 新寒冷地 改正後の国立大学法人京都大学教職員寒冷地手当支給細則(以下「改正後

の細則」という。)別表に掲げる地域及び施設をいう。 

(3) 経過措置対象職員 平成１６年１０月３９日(以下「旧基準日」という。)から引き続

き次に掲げる教職員のいずれかに該当する教職員をいう。 

イ 旧寒冷地(新寒冷地に該当する地域を除く。)に在勤する教職員(ハに掲げる教職員

を除く。) 

ロ 新寒冷地(旧寒冷地に該当する地域に限る。)に在勤する教職員 

ハ 改正後の細則第２条第２号の規定に基づき別に定める施設(旧寒冷地に所在するも

のに限る。)に在勤する教職員であって新寒冷地又は同号の規定に基づき定める区域

に居住するもの 

(4) 基準在勤地域 経過措置対象職員が旧基準日以降において在勤したことのある旧寒

冷地のうち、改正前の細則第６条第１項及び第２項の規定(以下この項において「旧算

出規定」という。)を適用したとしたならば算出される同条第１項の規定による加算額
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又は同条第２項の規定による基準額が最も少なくなる旧寒冷地をいう。 

(5) 基準世帯等区分 経過措置対象職員の旧基準日以降における世帯等の区分(改正前の

細則第６条第１項及び第２項に規定する世帯等の区分をいう。以下この項において同

じ。)のうち、旧算出規定を適用したとしたならば算出される同条第１項の規定による

加算額又は同条第２項の規定による基準額が最も少なくなる世帯等の区分をいう。 

(6) みなし寒冷地手当基礎額 経過措置対象職員につき、改正後の細則第２条に規定する

基準日(以下単に「基準日」という。)におけるその基準在勤地域をその在勤する地域と、

その基準世帯等区分をその世帯等の区分とみなして、旧算出規定を適用したとしたなら

ば算出される寒冷地手当の額を５で除して得た額をいう。この場合においては、経過措

置対象職員については、給与規程附則第５項の規定の適用は、ないものとする。 

３ 基準日(その属する月が平成１８年３月までのものに限る。)において経過措置対象職員

である者のうち旧基準日から引き続き前項第３号イに掲げる教職員に該当するものに対

しては、改正後の細則第２条及び第３条の規定にかかわらず、みなし寒冷地手当基礎額の

寒冷地手当を支給する。 

４ 基準日(その属する月が平成１８年１１月から平成２２年３月までのものに限る。)にお

いて経過措置対象職員である者のうち旧基準日から引き続き附則第２項第３号イに掲げ

る教職員に該当するものに対しては、みなし寒冷地手当基礎額が、次の表の左欄に掲げる

基準日の属する月の区分に応じ同表の右欄に掲げる額を超えることとなるときは、改正後

の細則第２条及び第３条の規定にかかわらず、みなし寒冷地手当基礎額から同表の左欄に

掲げる基準日の属する月の区分に応じ同表の右欄に掲げる額を減じた額の寒冷地手当を

支給する。 

 

平成１８年１１月から平成１９年３月まで ８，０００円 
平成１９年１１月から平成２０年３月まで １４，０００円 
平成２０年１１月から平成２１年３月まで ２０，０００円 
平成２１年１１月から平成２２年３月まで ２６，０００円 
 

５ 基準日(その属する月が平成２１年３月までのものに限る。)において経過措置対象職員

である者のうち旧基準日から引き続き附則第２項第３号ロ又はハに掲げる教職員のいず

れかに該当するものに対しては、みなし寒冷地手当基礎額から次の表の左欄に掲げる基準

日の属する月の区分に応じ同表の右欄に掲げる額を減じた額(以下この項において「特例

支給額」という。)が、その者につき改正後の細則第３条第１項又は第２項の規定を適用

したとしたならば算出される寒冷地手当の額を超えることとなるときは、改正後の細則第

２条及び第３条の規定にかかわらず、特例支給額の寒冷地手当を支給する。 

 

平成１６年１１月から平成１７年３月まで ６，０００円 
平成１７年１１月から平成１８年３月まで １０，０００円 
平成１８年１１月から平成１９年３月まで １４，０００円 
平成１９年１１月から平成２０年３月まで １８，０００円 
平成２０年１１月から平成２１年３月まで ２２，０００円 
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６ 改正後の細則第３条第３項及び第４項の規定は、前３項の規定により寒冷地手当を支給

される経過措置対象職員である者について準用する。この場合において、同条第３項中「、

前２項」とあるのは「、改正後の細則附則第３項から第５項まで」と、同項第１号及び第

２号中「前２項」とあるのは「改正後の細則附則第３項から第５項まで」と、同条第４項

中「前３項」とあるのは「改正後の細則附則第３項から第５項まで及び改正後の細則附則

第６項において読み替えて準用する前項」と、「第１項又は第２項」とあるのは「改正後

の細則附則第３項から第５項まで」と、同項第１号及び第２号中「前項各号」とあるのは

「改正後の細則附則第６項において読み替えて準用する前項各号」と読み替えるものとす

る。 

７ 附則第３項から前項までの規定により寒冷地手当を支給される経過措置対象職員であ

る者(以下この項において「支給対象職員」という。)との権衡上必要があると認められる

ときは、基準日において支給対象職員以外の経過措置対象職員である者に対しては、改正

後の細則第２条及び第３条の規定にかかわらず、別に定めるところにより、附則第３項か

ら前項までの規定に準じて、寒冷地手当を支給する。 

８ 給与規程第１６条第３項に規定する給与法適用者等であった者が、旧基準日の翌日以降

に引き続き教職員となり、旧寒冷地に在勤することとなった場合において、任用の事情、

旧基準日から当該在勤することとなった日の前日までの間における勤務地等を考慮して

附則第３項から前項までの規定により寒冷地手当を支給される経過措置対象職員である

者との権衡上必要があると認められるときは、基準日において当該教職員である者に対し

ては、改正後の細則第２条及び第３条の規定にかかわらず、別に定めるところにより、附

則第３項から前項までの規定に準じて、寒冷地手当を支給する。 

 

別表(第２条第１項関係) 

地 域 (施設等名) 地域の区分 

北海道川上郡標茶町 

(フィールド科学教育センター附属北海道研究林) 
１級地 

北海道白糠区白糠町 

(フィールド科学教育センター附属北海道研究林) 
２級地 

岐阜県吉城郡上宝村 

(理学研究科附属飛騨天文台) 

(防災研究所附属地震予知研究センター上宝観測所) 

(防災研究所附属災害観測実験センター穂高砂防観測所) 

４級地 

 


